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和歌山県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

当審議会は、令和７年７月 14 日付け和労発基 0714 第１号をもって貴職から

諮問のあった標記のことについて、慎重に審議を重ねた結果、別紙のとおりの

結論に達したので答申する。 

なお、別紙２のとおり平成２０年８月６日付け中央最低賃金審議会の「平成

２０年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき最

新のデータにより比較したところ、令和５年１０月１日発効の和歌山県最低賃

金（時間額９２９円）は、令和５年度の和歌山県の生活保護水準を下回ってい

なかったことを申し添える。 

また、今回の答申に当たっては、経営環境や物価の上昇等を考慮し、和歌山

県最低賃金の改正が中小企業・小規模事業者に与える影響が大きくなっている

こと、材料費、エネルギー費などの高騰を背景として、労働者の生活状況及び

中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境が悪化している現状を踏まえ、以

下のことを政府に対して要望する。さらに、本要望については、実施の可否や

その時期等について、適時適切なフィードバックを行うことを強く求める。 

 

１ 中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げできるよう生産性向上支援等の

環境整備 

政府の掲げる「賃上げを起点とした成長型経済の実現」を達成するために

も、生産性向上に向けた「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助

金」等現行補助制度の思い切った要件緩和や拡充、価格転嫁対策の一層の徹

底に加え、中小企業・小規模事業者を対象とした税の減免や社会保険料の事

業主負担分の免除・軽減等公的負担に係る軽減措置など賃上げの原資の確保

につながる直接的な支援策を行政として実施するよう、政府に対し強く要望

する。 

 

２ 中小企業・小規模事業者に対する最低賃金引上げの影響軽減策の実施 

今回の最低賃金の引上げが中小企業・小規模事業者の倒産や廃業の増加に

つながらないようその影響を軽減するために、特に、①業務改善助成金につ

いて設備投資や人材育成投資等を伴わなくても活用できる等要件緩和を行う

こと、また、②非正規労働者の処遇改善等を支援するキャリアアップ助成金

㊢ 



 

等の各種助成金制度の拡充、③賃上げを行う企業に対する法人税の優遇措置

である賃上げ促進税制の見直し・拡充、さらに、④賃上げを直接的に支援す

る新たな支援制度の創設、⑤中小企業等への支援制度の更なる周知啓発や相

談体制の強化等を強く要望する。 

 

３ 「年収の壁」による就労調整が起こらない制度の改正 

多くの企業が慢性的な人手不足となっている中、各種の「年収の壁」があ

ることで、最低賃金の大幅な引上げが就労調整につながっていることは大き

な課題である。所得税法上の扶養、社会保険制度における扶養又は第三号被

保険者に関する所得要件について、人口構成や社会環境の変化も踏まえ、最

低賃金の引上げが就労調整につながることのないよう、抜本的に再構築する

ことを公益代表委員の見解として強く要望する。 

 

４ 最低賃金の発効日 

  昨今の最低賃金の大幅な引上げに伴い、発効日に関する労使双方の見解に

も相違が生じている。労働者代表委員からは、最低賃金は労働者の生存権に

関わる重要な問題であり、一刻も早く発効し、法定発行日を原則とすべきと

の主張があった。使用者代表委員からは、年末の就労調整や助成金申請への

計画策定等への対応のみならず、給与改定の影響が相当数の正規社員にも及

び、短期間での改訂処理が企業に過大な負担をもたらすことから、発効時期

を先送りすべきとの意見が出された。 

これらの課題は全国共通であり、各地方ごとに判断すべき問題ではなく、

中央最低賃金審議会において一定の方針を示していただきたい。 

 

５ 本年度の審議会運営 

経済財政運営と改革の基本方針２０２５（令和７年６月１３日閣議決定） 

において「各都道府県の地方最低賃金審議会において中央最低賃金審議会の

目安を超える最低賃金の引上げが行われた場合は、持続的な形で売上拡大や

生産性向上を図るための特別な対応として、政府の補助金による重点的な支

援を行うことや、交付金等を活用した都道府県の様々な取組を十分に後押し

することにより、生産性向上に取り組み、最低賃金の引上げに対応する中小

企業・小規模事業者を大胆に後押しする。」との方針が示された。 

和歌山地方最低賃金審議会においても、これを踏まえた議論を行うべく、

具体的な補助金や交付金の内容や規模の提示を見込んでいたが、現時点に至

るまで当該支援策の詳細についての情報が示されなかったことで、審議会に

おける議論が進展しないなどの影響を受けたと言わざるをえない。 

このような状況は、最低賃金審議会の実効性のある審議の確保の観点から

も極めて残念な事態であり看過できず、この点について具体的な支援策の決

定と公表を早急に実施するよう強く要望する。 

  中央最低賃金審議会の目安答申においては、全員協議会報告の中で「地方

最低賃金審議会で十分な議論を尽くした上で準備期間を設けることができる

よう、中央最低賃金審議会としても配慮することが必要である。」とされて



 

いることから、地方最低賃金審議会の審議日程に影響が出ないようにするこ

とを強く要望する。 

 

６ 地域間格差の縮小 

政府方針を踏まえて和歌山地方最低賃金審議会においても、隣接府県との

格差が広がらないよう地域間格差の縮小に取り組むこと。 

 

 

  



 

別紙 

 

和歌山県最低賃金を次のとおり改正決定すること。 

 

１ 適用する地域 

 

  和歌山県の区域 

 

２ 適用する使用者 

 

  前号の地域内で事業を営む使用者 

 

３ 適用する労働者 

 

  前号の使用者に使用される労働者 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

 

  １時間 １，０４５円 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

 

  精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

６ 効力発生の日 

 

  令和７年１１月１日  

  



 

別紙２ 

 

 

和歌山県最低賃金と生活保護との比較について 

 

１ 和歌山県最低賃金 

（１）件 名  和歌山県最低賃金 

（２）最低賃金額  時間給９２９円 

（３）発 効 日  令和５年１０月１日 

 

２ 生活保護水準者 

（１）比較対象者 

   １８～１９歳・単身世帯者 

（２）対象年度 

   令和５年度 

（３）生活保護水準（令和５年度） 

   生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の和歌山県内人

口加重平均に住宅扶助の実績額を加えた金額（９５，７５７円） 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

  上記１の（２）に掲げる金額の１箇月換算額（註）と上記２の（３）に掲

げる金額と比較すると和歌山県最低賃金が下回っているとは認められなかっ

た。 

 

（註）１箇月換算額 

   ９２９円（和歌山県最低賃金）×１７３．８（1箇月平均法定労働時間

数）×０．８０７（※可処分所得の総所得に対する比較）＝１３０，２９

８円 

 

※ 令和５年度の地域別最低賃金額の最低額９２９円で１７３．８時間働いた

場合の税・社会保険料を考慮した可処分所得の総所得に対する比率 


